
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

案件 印西市第４次情報化計画 

募集期間 平成２９年２月８日（水）～平成２９年２月２２日（水） 

意見の提出 １５件（ ３名） 

意見の取扱い 

修正 案を修正するもの １１ 件 

既記載 既に案に盛り込んでいるもの １ 件 

参考 案には反映できないが今後の参考とす

るもの 

２ 件 

その他 案には反映できないが意見として伺っ

たもの 

１ 件 

 

 

 

  

印西市第４次情報化計画（素案） 
 

市民意見公募（パブリックコメント）の結果 



市民意見公募（パブリックコメント）における意見と意見の取扱い 

 

No 該当ページ 意見 意見の取扱い 

1-1 45 ③庁内の状況から「市バスの ICT活用

による利便性向上」と記載している

が、印西市では市バスを運行していな

い。ふれあいバスの誤記載と思われま

す。誤記載でしたら「ふれあいバス」

と記載していただきたいです。 

【修正】「ふれあいバス」に修正いたし

ます。 

1-2 84 P84 の最下部に追加記載していただき

たい。 

「③近隣市の情報化実施状況（主とし

てホームページ）を調査研究して市民

目線の立場から使いやすいホームペ

ージにするため近隣市に職員が出張

し調査をする。」 

理由は、P38 のアンケート結果で「ホ

ームページ内が検索しにくいが３９．

６％」もあるので、ホームページ内が

検索しやすく改善するため近隣市に

職員が出張して調査することが必要

なため。 

【参考】P84 については、職員研修の

内容となります。ホームページの検索

性や内容の見直しについては、第５章

4-①-イの中で実施いたします。 

2-1 10 P10 の「表」について、その（出典）

を標記すべきである。 

【修正】標記いたします。 

2-2 12 P12（３）千葉県のインターネット普

及率について、「新潟県の普及率・・・

云々」の記述は不適切な表現であり、

『東京都の 88.9％から新潟県の

72.6％まで、全国平均では 82.8％』等

に変更すべきである。 

【修正】変更いたします。 

2-3 15 P15（ⅲ）ケーブルテレビインターネ

ットサービスについて、２つのケーブ

ルテレビ会社の「加入世帯数の集計時

点」を統一すべきである。 

【修正】平成28年3月末に統一します。 

2-4 27 P27①回答者の傾向からについて、「60

代の回答率が 25.4％」とあるが、これ

は図にもある通り、各年齢の構成比で

あり『回答率』を意味するものではな

く、各年齢層回答率を表すには各年齢

層へのアンケート配布数とその回答

回収数を標記すべきである。 

【修正】表現を修正いたします。 

2-5 43 P43、P44 について、「現在」と「今後 【修正】見開きにいたします。 



44 計画」が表・裏となっており、比較・

解読が困難であり、見開き若しくは横

１表にする等工夫すべきである。 

2-6 45 P45③庁内状況について、「庁内の状

況」とはどのような調査等を実施して

の状況把握であるのか、具体的に説明

すべきである。 

【修正】説明を追加いたします。 

2-7 86 図では「第四次印西市情報化計画」と

あり、本（素案）の標題では「印西市

第４次情報化計画」また、当該市民意

見公募手続の実施要領では「第４次印

西市情報化計画」と標記されている

が、『印西市第４次情報化計画』で統

一すべきである。 

【修正】「印西市第４次情報化計画」に

統一いたします。 

2-8 86 本文５行目に「計画の見直しについて

は、・・・・・計画の見直しを実施し

ますとあることからも、図での H31「▲

事業見直し」は「▲計画見直し」と朱

書きされるべきである。 

【修正】「▲計画見直し」に修正いたし

ます。 

2-9 86 同様に H33「▲計画見直し」は「▲次

期計画の検討」とすべきである 

【修正】「▲次期計画の検討」（赤字）

に修正いたします。 

2-10 最終ペー

ジ 

最終ページの「発行／編集」について

ＴＥＬ（代）に（直通）も追記すべき

である。 

【修正】直通番号も追加いたします。 

3-1  Wi-Fiを利用できる公的施設の増築 【既記載】第５章 4-①-アの中で計画

しています。 

3-2  図書館の本等を、電子サービスにて、

市民に公開する。（例、Amazonの kindle

のように、電子媒体での図書の利用促

進） 

【その他】書籍等には著作権があるた

め電子サービスで不特定多数に公開す

ることは難しいため、歴史資料等のデ

ジタル化を第５章 2-①-イで検討して

いきます。 

3-3  英語教育の小学生への推進のため、英

語関連のメディアを電子媒体で無料

で市民に発信する。 

【参考】第５章 4-②-アの事業を行っ

ていく中で検討していきます。 

 


